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異分野融合を志向する越境研究・実践者ネットワーク 

みがく SD 研は、グラノヴェター(1973)が指摘した弱い紐帯（Weak ties）の強さと、何でも吸い込んでしまうブラックホール的
なメンタリティを有した、異なる専門分野(社会学、法学、環境心理学、行政、教育等)の実践的な研究者の分野横断的・越境的研
究・実践団体です。みがく SD研はイヴァン・イリイチが提唱するコンヴィヴィアリティ(Conviviality)を大事にしており、「共
愉」的で「相互依存しながら自立する自由な共生」を特徴としています。自主研究だけでなく、学会や地域団体、学校、自治体、
企業、CSO(NGO・NPO)などのマルチセクターと協働し、研究と実践を行っています。 
 
研究・実践内容 

「SDGs を指標とした地方自治体の持続可能性に関する政策の実態調査・研究」 
「教育・PBL(Project Based Learning・Problem Based Learning)・ESD の実践・研究」 
「異分野融合を志向する越境研究者ネットワークによる社会問題解決の研究」 
「評価手法の研究」 
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